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項目２（2）（4）
○　勤務条件等については、従前から必要に応じて、各府立学校及び各市町村教育委員会あてに周知を図るとともに、研修会等のあらゆる機会を通じて周知しているところ。

○　また、特別休暇については、より府民理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところ。

○　今後とも、母体保護や子育てに関する休暇制度が適切に運用されるよう努めてまいる。

項目２（3）
○　高年齢期の職員については、高齢者部分休業などを制度化しているところです。

項目３（1）
○　代替者の確保に資するよう、国による財源措置を活用することにより、７月末までの期間に産育休を取得する教職員を対象に年度当初から臨時的任用職員を前倒しで任用する措置を実施しているところであり、今年度からは支援学校の高等部まで対象を拡大したところ。

○　また、中学校教諭の普通免許状を所持する者に小学校の臨時免許状を、高等学校教諭の普通免許状を所持する者に小学校又は中学校の臨時免許状を授与するほか、免許状失効者等を対象とした研修や学校見学会等を行っているところ。

○　これらの取組みを行うことにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保に取り組んでまいりる。

項目３（4）
○　介護要件を有する教職員に対する勤務条件制度として、介護休暇、介護欠勤制度、短期介護休暇、介護にかかる早出遅出勤務、介護時間がある。

○　また、令和７年４月から介護離職防止のため、職員から家族の介護に直面した旨の申し出があった場合、仕事と介護の両立に関する個別の意向確認等を行うこととしている。

○　さらに、令和７年10月からは、勤務の始めと終わりに取得できるとする介護休暇・介護時間の要件を撤廃し、柔軟に取得できるよう、見直しを行ったところ。
項目４（１）
○　令和６年２月に定めた府立学校における働き方改革の取組に基づき、引き続き、部活動方針の遵守など府立学校全体の課題に応じた取組を進めてまいる。

○　また、府立学校全体の課題に応じた取組に加え、学校の実情に応じた取組を進めるため、今年度より新たに伴走型支援事業を開始したところ。

○　さらに、学校長に対し、長時間勤務是正に向けたヒアリングを行うとともに、長時間勤務となっている学校や教員については改善計画の策定・実行を求めるなど、長時間勤務縮減に向けた取組を進めてまいる。

○　併せて、ＩＣＴを活用した校務運営の効率化や多様な人材配置等に取り組むことで、教員の負担軽減とワークライフバランスを実現させてまいる。

○　市町村立学校における働き方改革についても、府立学校で実施している趣旨を踏まえ、市町村教育委員会に指導助言するなどの働きかけを行ってまいる。

